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令和2年度決算に基づく財政健全化判断比率及び公営企業資金不足比率の審査意見に

ついて 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 3条第 1項及び第22条第 1項の規定によ

り審査に付された令和 2 年度決算に基づく財政健全化判断比率及び公営企業資金不足比

率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類を審査したので、別紙のとおり意見

を提出します。 
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令和 2 年度 財政健全化判断比率審査意見 

第 1 審査の対象 

令和 2 年度北広島市一般会計、特別会計及び公営企業会計の決算に基づく、実質赤字比率、連結実質赤

字比率、実質公債費比率及び将来負担比率（以下「健全化判断比率」という。）とその算定の基礎となる事項を

記載した書類を審査の対象とした。 

 

第 2 審査の期間 

     令和 3 年 7 月 27 日から令和 3 年 8 月 19 日まで 

 

第 3 審査の方法 

審査は､市長から審査に付された健全化判断比率が法令等に照らし、算出過程に誤りはないか、またその算定の

基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかを主眼に実施するとともに、必要に応じ関係職員に説明

を求め審査した。 

第 4 審査の結果 

1 総合意見 

 審査に付された健全化判断比率は、いずれも適正に作成された書類に基づき正確に算定されていると認められた。 

 

2 個別意見 

  (1) 実質赤字比率 

     一般会計等の実質収支額は、1 億 6,529 万 7 千円（前年度 1 億 2,928 万円）の黒字であり、実質赤

字比率は発生していない。 

 

将 来 負 担 比 率
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(注)　実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、その算定結果が「赤字」の場合のみ数値が表示
　　され、「黒字」の状態である場合には、これらの比率については「-」と表示される。
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  (2) 連結実質赤字比率 

     連結実質赤字比率の算定対象となる全会計の連結実質収支額は、22億7,418万4千円の黒字であり、

連結実質赤字比率は発生していない。 

  (3) 実質公債費比率 

     実質公債費比率は、6.0％（前年度 4.7％）となっており、ボールパーク関連の起債が増えたため、前年度

より 1.3 ポイント上昇したものの、早期健全化基準よりも 19.0 ポイント下回り、引き続き良好な状態を維持し

ている。 

  (4) 将来負担比率  

     将来負担比率は、89.0％（前年度 91.6％）となっており、前年度より 2.6 ポイント低下し、早期健全化

基準を 261.0 ポイント下回り、引き続き良好な状態を維持している。 

     なお、この比率が前年度より減少した主な要因は、算定基礎の分母において、基準財政収入額の増等により

標準財政規模が前年同様に増額となったためである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 



令和 2 年度 公営企業資金不足比率審査意見 

第 1 審査の対象 

令和 2 年度北広島市水道事業会計及び下水道事業会計及の決算に基づく、資金不足比率とその算定の基礎

となる事項を記載した書類を審査の対象とした。 

 

第 2 審査の期間 

     令和 3 年 7 月 27 日から令和 3 年 8 月 19 日まで 

 

第 3 審査の方法 

審査は､市長から審査に付された健全化判断比率が法令等に照らし、算出過程に誤りはないか、またその算定の

基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかを主眼に実施するとともに、必要に応じ関係職員に説明

を求め審査した。 

第 4 審査の結果 

1 総合意見 

 審査に付された資金不足比率は、いずれも適正に作成された書類に基づき正確に算定されていると認められた。 

 

   水道会計は、16 億 8,406 万 4 千円（前年度 16 億 9,710 万 6 千円）、下水道会計は、3 億 3,642 万

1 千円の資金余剰（黒字）であり、資金不足比率は発生していない。 

 

 

 

 

 

 

 

％

令 和 ２ 年 度

20 ％

会 計 名

　　　この比率については「－」と表示される。

経営健全化 基準

― ％

水 道 事 業 会 計

下水道事業特別 会計

―

（注）資金不足比率は、資金不足額・剰余額又は実質収支の算定結果が

　　「赤字」の場合のみ数値が表示され、「黒字」の状態である場合には、
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１ 実質赤字比率 

２ 連結実質赤字比率 

３ 実質公債費比率 

４ 将来負担比率 

５ 資金不足比率 

 

 ○ 健全化判断比率等の対象範囲 

 ○ 指標が示す財政状況 

 

 

 

 

 

 



1 実質赤字比率 

 (1) 対象となる会計 

一般会計に霊園事業特別会計を加えたもの（以下「一般会計等」という。）である。 

 (2) 実質赤字比率 

実質赤字比率とは、一般会計等の実質赤字額の標準財政規模に対する比率である。赤字の程度を指標化

するもので、財政運営の悪化の度合いを示すものである。 

本年度の一般会計等の実質収支額は 1 億 6,529 万 7 千円の黒字となったことから、当該比率は発生してい

ない。 

実質赤字比率 ＝ 
一般会計等の実質赤字額 

× 100（％） 
標準財政規模 

※  標準財政規模とは、北広島市の歳入のうち標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般

財源の規模を示すもので、標準税収入額等に普通交付税額、臨時財政対策債発行可能額を加

算した額で、本年度は 136 億 6,634 万 4 千円となっている。 

  

 

 (3) 実質赤字比率の算定                                         （単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

標準財政規模内訳

標準税収入額等 ・基準財政収入額

普通交付税額 ・税源移譲相当額

臨時財政対策債発行可能額 ・地方消費税交付金引上分

・地方譲与税等

・交通安全対策特別交付金

（注）標準税収入額等は［｛基準財政収入額－（市民税所得割における税源移譲相当額の25％）－

（地方消費税交付金における引き上げ分の25 ％）－地方譲与税－交通安全対策特別交付金｝×

100／75］+地方譲与税+交通安全対策特別交付金で計算している。

710,135 713,517

合　　　計 13,666,344
217,396

11,021

（単位：千円）

区　　　分 金　　額 金　　額

9,176,112 7,265,022

3,780,097 589,820

（注）実質赤字額の△表示は、実質収支が黒字を表している。

69,543 0

合　　　計

霊 園 事 業 特 別 会計

33,694,041 △ 165,297

69,543

57,226

0

57,226

区　　　分
歳 入 総 額 歳 出 総 額 実質赤字額

Ａ Ｂ

翌年度繰越財源

Ｄ＝(Ｂ＋Ｃ)－Ａ　　　　　Ｃ

33,986,107 33,763,584 △ 165,297

一 般 会 計 33,916,564
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2 連結実質赤字比率 

 (1) 対象となる会計 

一般会計等に国民健康保険事業等の特別会計、水道事業会計及び下水道事業会計（以下「公営企業

会計」という。）を加えた全ての会計である。 

 (2) 連結実質赤字比率 

連結実質赤字比率とは、全ての会計の赤字や黒字を合算（連結）した市全体の連結実質赤字額（又は資

金不足額）の標準財政規模に対する比率である。市全体の赤字の程度を指標化するもので、財政運営の悪化

の度合いを示すものである。 

本年度は、一般会計等・特別会計及び公営企業会計を合わせた全会計の連結実質収支額の合計は 22 億

7,418 万 4 千円の黒字額（剰余額）となったため、当該比率は発生していない。 

連結実質赤字比率 ＝ 
連結実質赤字額 

× 100（％） 
標準財政規模 

※  連結実質赤字額は、一般会計等と特別会計の実質赤字額（黒字額）に公営企業会計の資金

不足額（剰余額）を合算して算定した額である。 

 (3) 連結実質赤字比率の算定 

 

 

 

　一般会計等・特別会計

公営企業会計

（注） ＊ 実質赤字額及び資金不足額の△表示は、連結実質収支が黒字を表している。

＊ 水道事業は平成26年度からの会計制度変更に伴い算定方式を変更した。P11参照

水道事業 1,835,346 151,282 0 △ 1,684,064

小 計 ③ 2,397,556 377,071 0 △ 2,020,485

下水道事業 562,210 225,789 0 △ 336,421

　合　計　①+②+③ 48,396,076 46,064,666 57,226 △ 2,274,184

小 計 ② 12,012,413 11,924,011 0 △ 88,402

区　　　分
流動資産　＋ 流動負債　－ 解消可能資金 資金不足額

貸倒引当金　Ａ 企業債等　Ｂ 不足額　　Ｃ Ｄ＝(Ｂ－Ｃ－Ａ)

介 護 保 険 4,796,236 4,775,629 0 △ 20,607

後 期 高 齢 者 医 療 975,139 973,383 0 △ 1,756

小 計 ① 33,986,107 33,763,584 57,226 △ 165,297

国 民 健 康 保 険 事 業 6,241,038 6,174,999 0 △ 66,039

一 般 会 計 33,916,564 33,694,041 57,226 △ 165,297

霊 園 事 業 69,543 69,543 0 0

（単位：千円）

区　　　分
歳 入 総 額 歳 出 総 額 翌年度繰越財源 実質赤字額

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ＝(Ｂ＋Ｃ)－Ａ
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3 実質公債費比率 

 (1) 対象となる会計 

一般会計等、特別会計、公営企業会計のほか一部事務組合、広域連合への負担金等のうち、組合等が起

こした地方債の償還の財源に充てたと認められるものが含まれる。本市が加入する一部事務組合等は、石狩東部

広域水道企業団、石狩教育研修センター組合、札幌広域圏組合、道央廃棄物処理組合等である。 

 (2) 実質公債費比率 

実質公債費比率とは、一般会計等が負担する地方債の元利償還金及び準元利償還金の合計額の標準財

政規模に対する比率である。借入金（地方債）の返済額及びこれに準ずる額の大きさを指標化し、資金繰りの

程度を示すもので、過去 3 カ年の平均を用いる。 

この比率が 18％以上になると地方債の発行に許可が必要となり、25％以上になると財政の早期健全化を図

るための｢財政健全化計画｣を策定し知事へ報告しなければならない。さらに 35％以上になると財政の再生を図る

ための｢財政再生計画｣を策定し､総務大臣の同意を得なければならないとされている。 

本年度の 3 カ年を平均した実質公債費比率は 6.0％（前年度 4.7％）で、早期健全化基準の 25％以内

である。 

実質公債費比率 

（３ヶ年平均） 
＝ 

（地方債の元利償還金＋準元利償還金(※)）－（特定財源 

＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

× 100（％） 
標準財政規模 

－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

※ 準元利償還金とは、次の①から⑤までの合計額である。 

① 満期一括償還地方債について、償還期間を 30 年とする元金均等年賦償還とした場合における 1

年当たりの元金償還金相当額 

② 一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充

てたと認められるもの 

③ 組合・地方開発事業団（組合等）への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還

の財源に充てたと認められるもの 

④ 債務負担行為に基づく支出のうち、公債費に準ずるもの 

⑤ 一時借入金の利子 
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 (3) 実質公債費比率の算定 

実質公債費比率の分子は、地方債の元利償還金に準元利償還金を加えたものから特定財源と元利償還

金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額を控除したものであり、次表のとおりである。 

 

 

 

 

⑩事業費補正により算入された準元利
償還金

299,735

特定財源（都市計画税、住宅使用料等）⑧ Ｂ 613,796

2,940,758

517,552 574,858

Ａ 2,902,306 2,578,694

⑦一時借入金の利子 536 204 32

元利償還金・準元利償還金合計（①～⑦）

307,044 282,204

　実質公債費比率分子　Ｄ＝（Ａ－Ｂ－Ｃ） 902,163 786,811 446,141

元利償還金・準元利償還金に係る
Ｃ 1,521,043 1,540,637 1,518,757

基準財政需要額算入額（⑨～⑭）

基準財政需
要額算入額

⑨事業費補正により算入された元利償
還金

138,635 156,994 170,876

⑪災害復旧費等に係る元利償還金 1,020,744 1,013,836 1,003,623

⑫災害復旧費等に係る準元利償還金

⑬密度補正により算入された元利償還
金

⑭密度補正により算入された準元利償
還金

61,929

520,687 337,361

⑤一部事務組合等の地方債の償還に充
てたと認められる負担金等

30,940 31,681 30,133

⑥公債費に準ずる債務負担行為に係る
もの

90,079 75,913 13,506

62,763 62,054

（単位：千円）

項　　　　　　　　目 令和２年度 令和元年度 平成30年度

準元利償還金

元利償還金

①元利償還金(繰上償還額等を除く) 2,350,479 2,273,821 2,197,662

②積立不足額を考慮して算定した額

③満期一括償還地方債の1年当たりの元
金償還金相当額

④公営企業債の償還に充てたと認めら
れる繰入金

468,724
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実質公債費比率の分母は、標準財政規模から元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

（分子と同額）を控除したものであり、次表のとおりである。 

 

 

 

 

※  準元利償還金とは、公営企業等が発行した地方債の償還に対する一般会計からの繰入金等であ

る。 

※  元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額とは、市が事業を行うために地方債を

発行して財源調達した場合に、その償還額の全部または一部が基準財政需要額に算入され、地方

交付税に算入されると見込まれる額のうち地方交付税として、その年に算入された額である。 

※  基準財政需要額とは、自治体が標準的な行政を合理的水準で実施したと考えたときに必要と想

定される「一般財源の額」であるが、行政経費に充てられる財源のうち国庫補助金や使用料など特

定財源を除いた額である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

標準財政規模（⑮～⑰）

元利償還金・準元利償還金に係る
基準財政需要額算入額

実質公債費比率分母 Ｆ＝（Ｅ－Ｃ） 12,145,301 11,696,386 11,504,938

E 13,666,344 13,237,023 13,023,695

Ｃ 1,521,043 1,540,637 1,518,757

標 準 財政
⑯普通交付税額

規 模
⑰臨時財政対策債発行可能額 710,135 726,155 870,318

項　　　　　　　　目 令和２年度 令和元年度 平成30年度

⑮標準税収入額等

3,780,097 3,757,843 3,588,458

（単位：千円）

9,176,112 8,753,025 8,564,919

実質公債費比率　（単年度）

実質公債費比率分母 Ｆ 12,145,301 11,696,386 11,504,938

7.42808 6.72696 3.87782 6.0

実質公債費比率分子 Ｄ 902,163 786,811 446,141

（単位：千円、％）

項　　　　　目 令和２年度 令和元年度 平成30年度 ３ヵ年平均
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4 将来負担比率 

 (1) 対象となる会計 

一般会計等、特別会計、公営企業会計、一部事務組合等のほか土地開発公社、夜間急病協会が含まれる。 

 (2) 将来負担比率 

将来負担比率とは、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債が、標準財政規模に対してどの程度あるかを

示す比率である。これらの負債の現時点での残高（将来負担額）を指標化し、将来、財政を圧迫する可能性の度

合いを示すものである。 

本年度の将来負担比率は 91.6％（前年度 93.3％）で、早期健全化基準の 350％以内である。 

 

将来負担比率 ＝ 

将来負担額（※）－（充当可能基金＋特定財源見込額＋地方債

現在高等に係る基準財政需要額算入見込額） 

× 100（％） 
標準財政規模 

－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

 

 

※ 将来負担額とは、次の①から⑧までの合計額である。 

① 一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高 

② 債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第 5 条各号の経費に係るもの） 

③ 一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額 

④ 当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額 

⑤ 退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額 

⑥ 地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担している場合の当該

債務の額のうち、当該法人等の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額 

⑦ 連結実質赤字額 

⑧ 組合等の連結実質赤字額相当額のうち、一般会計等の負担見込額 

 

なお、充当可能基金は、上記①から⑥までの償還額等に充てることができる地方自治法第 241 条の

基金である。 
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 (3) 将来負担比率の算定 

    将来負担比率の分子は、将来負担額から充当可能財源等を控除したものであり、次表のとおりである。 

    

 

将来負担比率の分子は 108 億 2,129 万 8 千円で、分母は標準財政規模（136 億 6,634 万 4 千円）か

ら元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額（15 億 2,104 万 3 千円）を控除した額で、３

(3)実質公債費比率算定の際に用いた令和 2 年度の分母と同額の 121 億 4,530 万 1 千円である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　将来負担比率分子　　　　　    　　　　　　Ｃ＝（Ａ－Ｂ） 10,821,298

　　充当可能財源等

⑨　充当可能基金 1,996,139

⑩　充当可能特定歳入（都市計画税、住宅使用料等） 5,264,439

⑪　基準財政需要額算入見込額 18,699,283

　　充当可能財源等合計（⑨～⑪）　　　　　　　　　　　　Ｂ 25,959,861

―

第三セクター等 ―

⑦　連結実質赤字額 ―

⑧　組合等連結実質赤字額負担見込額　 ―

　　将来負担額合計（①～⑧）　　　　　　　　　　　　　　Ａ 36,781,159

（単位：千円）

項　　　　　　　　目 金　　　額

①　地方債の現在高 30,588,791

②　債務負担行為に基づく支出予定額 1,549,245

③　公営企業債等繰入見込額 4,000,402

④　組合負担等見込額 71,697

⑤　退職手当負担見込額　 571,024

⑥　地方公社等負担
　　見込額

地方道路公社 ―

土地開発公社

将 来 負 担 比 率 89.0

（単位：千円、％）

将 来 負 担 比 率 分 子 Ｃ 10,821,298

将 来 負 担 比 率 分 母 12,145,301
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5 資金不足比率 

 (1) 対象となる会計 

   水道事業会計及び下水道事業会計である。 

 (2) 資金不足比率 

   資金不足比率とは、公営企業ごとの資金の不足額を事業の規模に対する割合で表したものである。公営企業の

資金不足を公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指標化したもので、経営状態の悪化の度合い

を示すものである。 

本年度は、水道事業会計及び下水道事業会計共に剰余額が生じており、当該比率は発生していない。 

 

資金不足比率 ＝ 
資金の不足額 

× 100（％） 
事業の規模 

 

※ 資金の不足額とは、一般会計等の実質赤字に相当するものとして、公営企業ごとに 

算定した額であり、連結実質赤字比率に算入する資金不足額と同額である。 

 

・ 資 金 の不 足 額 ＝ 
（流動負債－控除企業債等－控除引当金等）－（流動資産＋貸

倒引当金）－解消可能資金不足額 

・ 下水道事業会計 ＝ 

（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋建設改良費等以外の

経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高） 

－ 解消可能資金不足額 

・ 事 業 規 模 ＝ 営業収益の額－受託工事収益の額 

 

(3) 資金不足比率の算定 

 

 

 

流動資産 流動負債

　＋ 貸倒引当金 　－ 企業債等

（注）資金不足額又は剰余額の△表示は、資金剰余額を表している。

△ 336,421

Ａ

資 金 不 足 額

Ｂ 　不足額 Ｃ Ｄ＝(Ｂ-Ａ-Ｃ)

下 水 道 事 業 562,210

歳 入 額

水 道 事 業 1,835,346 151,282 0 △ 1,684,064

歳 出 額 解消可能資金
区 分

225,789 0

区　　　分

解 消 可 能 資 金 不 足 額

資 金 不 足 額 又 は 剰 余 額

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ＝(Ｂ-Ａ-Ｃ)

（単位：千円）
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健全化判断比率等の対象範囲 
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■指標が示す財政状況 

早期健全化基準 

地方公共団体が、財政収支が不均衡な状況その他の財政状況が悪化した状況において、自主的かつ計画的に

その財政の健全化を図るべき基準として、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比

率の４指標（以下「健全化判断比率」という。）のそれぞれについて定められた数値です。 

この健全化判断比率のいずれか一つでも早期健全化基準以上になると「早期健全化団体」となり、その団体は、

議会の議決を得て「財政健全化計画」を策定し、財政の早期健全化に取り組まなければなりません。 

この財政健全化計画では、実質赤字がある場合は、実質赤字比率をゼロにし、その他の指標が早期健全化基準

以上の場合は、その基準未満とすることが求められます。 

 

財政再生基準 

地方公共団体が、財政収支の著しい不均衡その他の財政状況の著しい悪化により、自主的な財政の健全化を

図ることが困難な状況において、計画的にその財政の健全化を図るべき基準として、実質赤字比率、連結実質赤字

比率及び実質公債費比率のそれぞれについて、早期健全化基準を超えるものとして定められた数値です。 

この健全化判断比率のいずれか一つでも財政再生基準以上になると「財政再生団体」となり、その団体は、議会

の議決を得て「財政再生計画」を策定し、財政の再生に取り組まなければなりません。また、この財政再生計画につ

いては、総務大臣の同意を得なければ地方債の借り入れができなくなります。（将来負担比率については、直ちに財

政運営の妨げになるとはかぎらないことから早期健全化基準のみとなっています。） 

この財政再生計画では、実質赤字がある場合は、実質赤字比率をゼロにし、その他の指標が早期健全化基準以

上の場合は、その基準未満とすることが求められます。 

 

経営健全化基準 

地方公共団体が、自主的かつ計画的に公営企業の経営の健全化を図るべき基準として、資金不足比率につい

て定められた数値です。 

公営企業の資金不足比率が経営健全化基準以上になると「経営健全化団体」となり、その公営企業は、議会の

議決を得て「経営健全化計画」を策定し、公営企業経営健全化に取り組まなければなりません。 

この経営健全化計画では、資金不足比率を経営健全化基準未満とすることが求められます。 
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